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産業における 研究 発 サービスの役割に する予備的調査 

0 細坪護挙 ( 文科 省 。 科学技術政策研 ) 

主要国における GDP に占める国内研究開発費の 割合 
( 図表 1) を見ると。 日本法全体として 研究開発に非常に 熱 
心 な国であ るといえる。 その内訳では、 日本の研究開発費 
では 企業からの資金の 割合が高く (G ロ ㌢の約 2 。 3%) 、 これ 
が 他国との差になっていると 解釈できる。 

450 4 ㏄   @%) ----                                                               

近年でほ日本の 製造業などは 海 殊に生産拠点を 移転する 
れるため、 図表 3 の付加価値割合が 

開発の受 皿 となる実際の 産業規模を 
、 可能性もあ る。 しかし、 程度の差こそ 

あ れども他国も 日本と同様の 状況にあ ると考えられ。 例えば、 
我が国の製造業の 生産拠点がアジアに 拡大していることと 
同様に、 ドイツやフランスでは 東欧などに生産 

して しち 可能性 は あ る。 
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また、 産業研究開発費における 業種別のシェア ( 図表 劾 
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図表 2 主要国における 産業 究 開発費の業種別シェア (0l-03 年 
平均、 The OECDResea ㏄ handDevelopmentExpend 曲 uureln@ndustWda 旺 base から 

作成 ) 

この理由として、 日本の産業全体の 構造として製造業の 
シェアが高いことが 考えられる。 しかし、 日本の産業全体の 

付加価値を見る ( 図表 3) と。 製造業が占める 割合 ( 約 20%) 
が他国と比較して 必ずしも高いということほない。 確かに、 

鯨艶 
A 。 研究開発成果に 求められる経費が 高まる世界的傾向の 
中、 日本の産業、 特に製造業における 研究開発でほ、 他 
国と比較して 次の (1) ～ (4) の傾向が強いため、 日本の 
産業における 研究開発システム ほ 他国と比較して「全体 
として」非効率的になっている。 

一 4 Ⅰ 一 



れ ) 複数の企業が 類似した研究開発を 実施している 
(2) 企業にとって 重要でない研究開発成果が 企業内部に 
死蔵 される 
(3) あ る企業で開発済みの 技術を別の企業で 開発している 

; 弱い企業が自前で 技術開発するた 
過大な投資が 必要となる 

B 。 それに対して、 米国などでは 産 

果を取引するようなサービス ( 以下、 
という ) が発展しているため、 日本と 
少ない投入で 研究開発成果を 達成している。 
ここで最も重要かつ 注意すべきことは。 この仮説は企業 

の 自前の研究開発を 否定するものでほなく 国 
内 全体の「産業構造的な」ものとして 捉える 張 
していることであ る。 具体的に言えば、 個別の企業に 対して 

部 委託せよ、 と主張しているのでほなく。 
l7K 企業が極端な 自前主義や外注主義 

に 陥ることなく。 オープン。 イノベーション 的な意 

より効率的に 研究開発活動を 
であ ると主張するものであ る。 

ていても、 産業全体のシステムがその 努力を適正に 反映し 
得るものとなっていなければ、 結果として産業全体の 効率 
が停滞又は落ちることはあ りえると考えられる。 

以下、 この仮説の実証を 目指した調査分析結果を 述べる。 

協会 鰻 h 沢 M 禰と 研究開発サービス 

企業との関係の 例 
米国の産業研究開発全体において 医薬品工業の 割合 
は 約 5%(Research and Deve@opment in @ndustry 20 ㎝ ， 
NS ㈹を占める。 その医薬品工業の 業界団体であ る 
究 製薬工業協会 健 hRMA) の会員企業の 研究開発 
計 は竿 み 増加してお 穏 、 研究開発費は 全売上高 

の Ih ～㈹ % 。 に相当する MAC 豊り T@CA ㌔ @NDUST 択 Y 

MAL 。 また、 医薬品工業に 関連する研究 
開発でほ。 鰍 RMA の会員企業のような 成熟した (m 甜 ur ㊧ 
製薬企業だけでなく、 研究開発サービスを 提供するバイオ 
テクノロジ一企業によっても 行われ - ている ( 図表 4L 。 

また、 滝只 MA の会員企業のようなバイオテクノロジ 一企 

業と研究開発サービスを 提供すか く イオテクノロジ 一企業。 

そして N@H の三者はそれぞれの 役割を有し、 梱 互に関係を 
有している ( 図表 翰 。 
このような研究開発サービスを 提供するバイオ 、 ジ 

一企業の多くは 比較的小規模であ り、 臨床前の 下 ん よ ・ひ 
研究開発を行っている 押 A 沢 MACEUTICA し @NDUSTRY 

汁 0 打 le2006 。 PhRMA) ことから、 これらは研究開発型企業で 

あ ると推測 t れる。 
以上から、 米国の医薬品工業でほ 研究開発型企業とい 

ぅ 形で研究開発サービスの 取引が重要な 役割を撞っている 
ことが分かる。 
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) 鱗 戎金業及びバイオ 
田岡。 肛飛 D り sS 聡 Y P の 楠 

S28.0・ 
轡 表 5 バイオ製薬に 関す 

(2)P&G 社における Conne 
米国の P&G 社でほ 、 現 
いうオープン。 イノベーション 型経営を実施している。 これ 狂 

よって、 全社のイノベーションの 35% 超、 売上高にして 数十 
億ドルが生み 出されて ル 発効率が約 

向上し。 対 売上研究 低下した ( 図 
図表の。 ここでほこの 

同社は、 2000 年頃 まで自前主義による 社内研究開 
削だった。 しかし、 企業が成熟し、 規模や研究開発 経 
巨大になった 結果、 社内研究開発だけでほ 成長が維持で 
きなくなり、 収穫逓減の法則に 支配されていた。 
社は 「イノベーションを 創造する」ビジネス モヂル 

ることとした。 

それに当たって、 同社 は 次の事実を把握した。 
①周辺状況として、 中小のべンチャ 一企業が重要なイ 
ノベーションを 生み出す事例が 増えていた。 一方、 大 
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学や公的研究機関は 産業界との提携に 強い関心を抱 
き 

② 
能力を有する 科学者 又は エンジニアが 全世界で 250 

尭 アウトソーシンバ 伊秩 G サウ ソと 大転換自社 

( 図表 6 と同じ出典資料から 抜粋 ) 

社 ) から抜粋 ) 

③同社がこれまで 生み出してきたイノベーションの 
も。 とりわけ泰晴ら ひ 憶のの大半が 組織の壁を超えて 

アイデアを融合させた 結果であ ることが分かつた。 
そこで同社は、 「新製品の半分が 社内の 
生まれ、 残り半分が『社の 研究所を介し 
状態を目指し、 世界宇から優れたアイデア 
に取り込んだ 上で、 自社の能力によって 改良を施し。 利益 

に 繋げることとした。 これが Connect and Develop 戦略であ 
る。 この戦略のポイントは 次のとおり。 

⑧社外研究者の 想像力や思考力を 活用 
自前主義にこだわり、 "N@H"(Not @nve ぬち e 
発しがちな社風を。 や FEn( 汁 oudlVyFUu 磁 
支援する風土に 変えること。 会社の門戸 
のアイデアを 歓迎するだけでなく " 社内のアイデアを 
積極的に交流させること @% 努めなければならない。 
⑧社内研究開発者 乙 5 ㏄ 入 と社外スタッフエ㏄ 万人が 
内外の - 線を守りつつ、 相 しながら働く 体制を 
構築すること。 c ㎝ nectand p 戦略は 々  / ベーシ 

コ ン活動の外部委託では 内の研究開発者を 
外部に置き換えるのではなく、 社内スタッフの 能力の 
有効活用を目指すものであ る。 
者のニーズを 明確に把握して、 そのニーズに 応 

えるための科学技術上の 課題を具体化すること。 
この戦略を実現するため 同社が採った 主な手法 は 以下の 
3 つであ る。 

⑦この戦略を 実施するため、 幹部社員の地位を 社内に 
設けた ド TechnoloW  已耐 repreneur 。 ) 。 この幹部社員 

(70 人 ) は、 中国、 インド、 日本。 西ョ一か ソパ 、 中南米、 
米国を拠点として、 消費者ニーズの 把握の補助を 行う 
とともに、 そのニーズに 応えるための 科学技術上の 課 

題を具体化する。 また。 大学や業界の 研究者と会って 

た、 彼らは学術文献や 

を徹底的に掘り 下げるとと 
している " 

④内外のアイ ヂア を探索するためのグローバル。 ネット 

ワークを構築。 活用する " 同社旗社内専用のクローズ 
ト ネットワーク、 及 び いかなる企業や 健人でも利用可 

能なオープン。 ネットワークを 整備。 利用している。 
㊥この戦略 は 門 の 中だ @ 成 
功 しなり 10 全 して㌧ プ す 
る体制を整備する。 

のような業種の 定義があ る。 
分類 73 研究開発業 
この分類は研究開発 鰻技 D] の 3 つの形式 ( 基礎 
究 、 実験開発 ) を含む。 この分類 は 次のものを除く。 

一 研究開発に関する 政府の管理、 様々な自然社会科学の 関連 

究及び実験開発に 関する 管 
一 研究開発と絵合した 教育 

一 慈善事業による 医学又は他の 社会関連の研究開発に 対する 研 

掴連統 ， 十局 w 。 bhttD//unstats,uno, 姥 unsd/r,/,e8stry/ から 作齢 

発 統計の国際比較を 適切に行うため、 
ORCD で作成されたフラスカテ ィ 。 マニュアルでは。 この 

究 開発業の分類について 次のよ 碗こ 記述されている。 
r 研究開発ほ企業が 引き受け得る 活動の上つであ る。 
に応じて、 企業は自由にこの 活動を構成することができる。 したが 
って、 コアとなる研究開発 は 製造ユニットに 所属するユニット や 事 

業全体に仕える 中央 ュ ニントで実施されるかもしれない。 ( 中略 ) 
あ る場合には、 別々の法人が 一又はそれ以上の 関連法人に対し 

て 研究開発サービスを 提供するために 設立されたかもしれない。 」 

r 研究開発が研究開発専業法人で 実施される場合 : そのユニット 

は企業に対する 研究開発 (@SIC 第 3 版、 分類 73) に分類されるべき 
であ る。 @ 

r 企業部門における 現行の内部使用研究開発費が 、 全ての産業 

類されることが 勧められる。 しかし 
てはこれが可能でないなら ぱ、 少 

なくとも lSIC 分類 73 が勧められる。 製品分野分類が 製品アプ 下 - 
チ 0 便 用 (ISIC 分類 73 を満たす産業 ) に基づくことが 勧められ 
る。 J 
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「次の産業が 含められるべきであ る。 ( 産業 ) 研究開発サービス 
業 (ISIC  第 3 版 ) 分類 73 」 
(FrascatlM 卸 maP ヌ coPoSED STANDA 櫛 PRACT@CEFORSURVEySoN 
朋 SR 蛆 CH 榔 DEXPER@MENTA と DEVVELOPMENT,2002. OECD  から作成 ) 

これらの記述では、 研究開発を実施するものを 研究開発 
業としているに 過ぎず、 研究開発業を 研究開発サービスと 
みなすことにほ 以丁 の問題が考えられる。 

①企業経営体制に 関連する 問 があ る。 研究開発業 
企業とクライアントとなる 企業との関係 ( 親会社、 子会 
社及び関連会社な㈹によって。 実際的な研究開発サ 
ービスの流れる 範囲が限定される 可能性があ る。 
具体的には " 大企業の中央研究所などが 株式会社 

化すると、 大規模な研究開発業企業となって、 その研 
究開発サービスの 流れは親会社などに 事実上限定さ 
れる可能性があ る。 この場合、 サービス と 扱 う べき 力 、 。 

②この定義でほ、 企業だけでなく。 国公立の試験研究 
機関を含み得る。 大学法定義の 除外規定 ( 研究開発と 
結合した教育 ) によって除外されると 思われる。 
③この定義では、 「研究開発成果の 価値を取引する サ 
一 ビスⅡであ っても。 自らが研究開発を 実施しなければ 

@: 技術移転 )" 研究開発業に 含まれないこととなる。 
③については 技術移転に関する ヂ 一夕を見る、 ② ほ 各デ 
ータの性格を 見極めること @ こ よって、 あ る程度解決される 可 
能性があ る。 しかし、 ①については、 研究開発業のデータ 
だけでなく、 受託。 委託研究開発に 関する 
関表 (Inpu ヒ Output mat 「 iCes) でも全く同 

は 克服できなむ 注う に思われる。 

、 米国の産業における 科学研究開発 

思われる ) の研究 の 増額傾向 ( 図表 

発 サービスに関してより 詳細に調査する 必 、 要があ るだろう。 

現在、 日本の企業の 研究開発ほ、 社内研究開発のほか、 
企業間契約に 基づく共同研究や、 技術研究組合 ( 鉱工業 
技術研究組合法 ( 昭和 36 年法律 第欧劣 ) を利用した共 
同研究 れぢ スタイルで実施されている。 しかし、 

①技術革新が 昔よりも速く。 ドラスティッ 列 こなり。 既存の 

図表 8 米国の科学研究開発サービス (Sc@ent 桁 c R&D Sewices) 
の 研究開発費の 推移 ( 賄 ，。 。 r 。 h 。 "d 肱由 。 pm 。 " Ⅰ n@ 。 d 。 ， try.NSF から 作就 

                  ⅠⅠⅠⅠ ; ⅠⅠⅠ モ Ⅰ日日三戸Ⅲミ 日     
  
              うち秀輔 攻臆 かち うち 全笘ヰ から 国内売上志 村早技 傍 毛車 由内穏用奪 

@9798 年平均 099- ㏄年平均 口 ㎝ り @J 年平均 l 

図表 9 米国 
推移 偲 。 ， 。 。 掩 h lnIndustry 。 む SF から 

技術の改善。 改良では対応できない 場合が増加した 
②⑧に対して、 全く畑違いの 他 分野の知識を 食欲に吸 
収。 活用して。 技術のパラダイム 転換を図る必要があ るが、 
企業の体     対応できていない 場合があ る 

③米国で @ サービスの担い 手としてべンチヤ 一 

企業が発展してきたと 思われる。 一方 

一信仰があ り、 産業における 優秀な研 
大企業が抱え 込んで しち ケースが多い 

このため。 日本企業 @ 2 。 で挙げた例のような 取り組 
実践するなどによって 究 開発サービスの 活性化によ 

究 開発活動の発展と 効率化を目指すとともに。 政府は日本 
産業界の研究開発の 発展と効率化を 日 
する施策を講じる 必要があ ると思われる。 
⑧企業が 2. の P 故 G  社のような 究 開発サービスの 活性 

化を目指す取り 組みに対して " 制 的、 融資的な面など 
措置を講じることが 考えられる " 

現在、 日本政策 投 が 実施している 知的財産権 
担保融資などの 制度 。 発展することも 考えられる。 

⑧技術研究組合が 会社に組織変更できるよ う 制度を改正 
して、 外部に研究開発サービスを 提供する研究開発サ 
ービス企業を 増やすことも 考えられる。 なお。 その際。 研 
究開発サービス 企業に⑥の優遇措置を 講じる。 
⑥企業が実施してきた 研究開発を単に 外部委託すること 

ほ推奨されるべきでほない " 近年、 米国では研究開発業 
務の海外へ スが 進み、 企業統治に関す 

全保障的 問 への頭脳委託と レづ 国家的問 
なっている。 
また、 研究開発活動と 研究開発者の 流動性との 
は 必ずしも簡単で @ あ る ( 平成㈹年度年 

次 経済財政報告、 留意すべきであ る。 

本 テーマの検討 @ こ 当たって。 後藤晃東京大学教授。 鎗 

目雅 東京大学助教授、 多田国老科学技術政策研究所 
客員研究官、 富澤宏之科学技術政策研究所科学技術基 
盤調査研究室長から 貴重な御意見や 御助言をいただいた。 
ここに謝意を 表する。 
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